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論文題目 

Designing the Tradeoff between Consumer Expectations of Water Quality and 

Reduction in Energy Use for Water Utilities in Japan（水道事業体における消 

費エネルギーの低減と水道水質とのトレードオフモデルの開発） 

（論文内容の要旨） 

 本論文は，水道事業体における気候変動に対する適応策の評価手法を構築した上で，

需要者の公益性確保の観点から，消費エネルギーの低減と水道水質との関連性につい

て論じた結果をまとめたものであって，６章からなっている。 

 第１章は序論であり，本論文の背景，目的ならびに意義について述べている。 

 第２章は，気候変動という将来における不確実性を考慮した水道事業の評価手法を

導出することを目的として，日本の水道事業に対して示されている 137 の業務評価指

標に対して，主成分分析手法を用いて業務評価指標が９つの評価軸によって表現され

ることを示した。また，主成分分析結果で得られた９つの評価軸と水道事業における

業務との関連性から，水道事業の計画策定から事業管理までの PDCA サイクルにおいて

水道事業を評価することが可能となる“9-component Performance Indicator System”

を構築した。これによって，不確実性を考慮しつつ水道事業体の気候変動に対する適

応策を評価することを可能にした。 

 第３章では，水道事業における業務評価指標と需要者の公益性との関連性について

検討することを目的として，インターネット調査による社会調査を実施し，因子分析

手法を用いて需要者の水道事業に対する公益性評価モデルを構築した。その結果，需

要者の水道事業における公益性が，５つの水道事業評価項目で表現できることを示し

た。また，需要者の水道事業における公益性評価結果と“ 9-component Performance 

Indicator System”との関連性を検討した．結果として，需要者の公益性を構成する

８つの要素を明らかにした。また，この８要素の中では，水道水質が，需要者の視点

からの水道事業業務評価においては最も重要な要素であることを示した。 

 第４章では，重回帰分析を用いて，気候変動に係る将来シナリオと“ 9-component 

Performance Indicator System”との関連性を記述した重回帰モデルを構築している。

ここでは，水道水質としての濁度，ならびに水道事業における消費エネルギーを気候

変 動 に 係 る 将 来 シ ナ リ オ に お け る 変 数 と し て と り あ げ ， 濁 度 と “ 9-component 

Performance Indicator System”，消費エネルギー量と“ 9-component Performance 

Indicator System”との関連性を検討した。その結果，水道事業における消費エネル

ギーの低減を追求すれば，需要者の水道水質に対するニーズ，あるいは，水道事業体

による供給水量を妥協せざるを得ないという関係にあり，消費エネルギーの低減と需

要者の公益性がトレードオフの関係にあることを明らかにした。 

 第５章では，水道水質に対する公益性を考慮しつつ，気候変動への適応策における

消費エネルギー低減目標を導出する数値解析手法を構築している。ここでは，水道事
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業体における消費エネルギーの低減と需要者の水道水質に対するニーズとのトレード

オフモデルを用いて，神戸市を対象として，気候変動によって生起する原水水質変化

シナリオについてモンテカルロ法による数値解析を行った。また，気候変動による水

道原水水質変化や需要量変化と水道事業体における消費エネルギー量との関連性につ

いても明らかにしている。その上で，水道事業体における消費エネルギーの低減目標

からみた気候変動シナリオ下における水道水質，公益性の変動について明らかにし，

水道事業における消費エネルギーの低減が，水量，水質に関する需要者の公益性を損

なう結果になりかねないことを指摘している。また，水道事業体が，需要者の公益性

を考慮しつつ，消費エネルギー低減に関する妥当な数値目標の導出を可能にする枠組

みとしてトレードオフモデルを提示した。 

 水道事業体における消費エネルギーの低減と需要者の水道水質に対するニーズとの

トレードオフモデルが，需要者の公益性を考慮した上での消費エネルギー低減に関す

る妥当な数値目標を導出するひとつの有効な施策立案手法であると指摘している。 

 第６章は結論であり，本論文で得られた成果について要約している。 
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（論文審査の結果の要旨）  

 本論文は，水道事業体における気候変動に対する適応策の評価手法を構築した

上で，需要者の公益性確保の観点から，消費エネルギーの低減と水道水質との関

連 性 に つ い て 論 じ た も の で あ る 。 結 果 と し て ， 水 道 事 業 評 価 を 可 能 と す る

“ 9-component Performance Indicator System”を構築した上で，水道水質に対

する公益性を考慮しつつ，気候変動への適応策における消費エネルギー低減目標

を導出する数値解析手法を示している。得られた主な成果は以下のとおりである。 

１．日本の水道事業に対して示されている 137 の業務評価指標に基づき，公益性

の観点から水道事業を評価することが可能となる“ 9-component Performance 

Indicator System”を構築した。これによって，不確実性を考慮しつつ水道事

業体の気候変動に対する適応策を評価することを可能にした。  

２．需要者の公益性に関する社会調査を行い，需要者の公益性を構成する８つの

要素を明らかにした。また，この８要素の中では，水道水質が，需要者の視点

からみた水道事業業務評価においては最も重要な要素であることを示した。さ

らに，水道事業における消費エネルギーの低減を追求すれば，需要者の水道水

質に対するニーズ，あるいは，水道事業体による供給水量を妥協せざるを得な

いという関係にあり，消費エネルギーの低減と需要者の公益性がトレードオフ

の関係にあることを明らかにした。  

３．水道事業体における消費エネルギーの低減と需要者の水道水質に対するニー

ズとのトレードオフモデルを用いて，神戸市を対象として，気候変動によって

生起する原水水質変化シナリオについて数値解析を行った。その結果，水道事

業体が，需要者の公益性を考慮しつつ，消費エネルギー低減に関する妥当な数

値目標の導出を可能にする枠組みとしてトレードオフモデルを提示した。  

 以上要するに，本論文は，将来の不確実性を考慮しつつ水道事業体の気候変動に

対する適応策の評価手法を導出するとともに，水道事業体における消費エネルギー

の低減と需要者の水道水質に対するニーズとのトレードオフモデルが，需要者の公

益性を考慮した上での消費エネルギー低減に関する妥当な数値目標を導出するひ

とつの有効な施策立案手法であることを示している。これらの結果は，水道事業体

が，今後，気候変動に適応するとともに，低炭素社会構築にいかに貢献していくか

に関する施策立案上，大きく寄与するものであり，学術上，実際上寄与するところ

が少なくない。よって，本論文は博士（工学）の学位論文として価値あるものと認

める。また，平成２４年８月２４日，論文内容とそれに関連した事項について試問

を行って，申請者が博士後期課程学位取得基準を満たしていることを確認し，合格

と認めた。  

 

 

 


